
２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２

森林吸収源対策（林野庁）

森林整備量

第１約束期間の５年間で６，５００万炭素トン（年平均で１，３００万炭素トン）の森林吸収量を
確保

６年間 年平均７８万ha（うち追加分 年平均２０万haの間伐）
このうち間伐については、年平均５５万ha（６年間で３３０万ha）

・美しい森林づくり推進国民運動の展開（間伐３３０万haの推進）
＜京都議定書目標達成計画における森林吸収目標の達成＞

・追加整備に必要な安定的な財源の確保

※２００７年～２０１２年は、現状の森林整備面積に加え、毎年２０万ha（合計１２０万ha）の追加的な整備が必要。
※森林整備量７８万haには、間伐の他に、植栽、下刈り等の全ての施業種を含んでいる。

５．工程表 （１）地球温暖化防止策

２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２

バイオマス資源の循環利用

国産バイオ燃料の生産

（環境バイオマス政策課・農
村振興局・農林水産技術会
議事務局・林野庁・水産庁）

バイオ燃料の原料調達から製造・販売まで一貫した大規模実証

国産バイオ燃料の大幅な生産拡大に向けた研究開発
高バイオマスの資源作物の育成と省力・低コスト栽培技術、高効率なエタノール生産技術等の開発
漁船におけるBDF利用技術の開発等

５万ｋｌ／年
以上の導入

バイオマスタウン構想の構築
バイオマスの変換・利用施設等の整備、地域におけるバイオマスの実地調査、地域バイオマス利活用
のための普及・啓発、人材育成等

バイオマスプラスチックの普及

１００万ＣＯ2トン
の排出削減
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バイオマスタウンの構築

（環境バイオマス政策課・生
産局・農村振興局・総合食料
局、林野庁）



２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２

食品産業等の環境自主
行動計画の取組等
（総合食料局等）

環境自主行動計画

未策定団体への働きかけによる計画策定の促進（カバー率の向上）

効果的・効率的な排出削減対策の推進

食品産業の排出構造の調査等 調査結果の反映

環境自主行動計画の実施・フォローアップ

策定団体による環境自主行動計画の実施

環境自主行動計画実施状況のフォローアップ

省エネルギー対策

省エネルギー法の厳正な執行（指導、立入検査等の実施）

温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度の実施（報告された排出量の分析、指導等の実施）

指導、普及啓発

２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２

事業者向けセミナー等の開催によるリサイクル制度の普及啓発、
排出抑制等の取組の推進

容器包装リサイクル

食品産業等の環境自主
行動計画の取組等
（総合食料局等）

食品リサイクル

小規模事業者等の食品リサイクルモデルの構築・普及

食品関連事業者に対する指導・普及

食品廃棄物の再生利用の促進

再生利用事業計画の活用促進

登録再生利用事業事業者の登録促進

改正法の普及・啓発

再生利用等取組状況の報告・整理・分析

リサイクル製品の認証制度の構築、
利用者向けセミナーの開催

民間団体による認証制度の運営
（リサイクル製品に対する利用者の信頼性の確保）

食品リサイクル法の
施行状況の検証

定期報告自動受信
システム開発
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２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２

農業分野の温室効果
ガス排出削減対策
（生産局）

施設園芸の省エネル
ギー対策

トリジェネレーションシステム、農業用水を利用した小型
水力発電による脱石油施設園芸生産・流通モデルの確立

●省エネルギー効果の高い設備・資材等の導入促進

民間メーカーによる省エネ資材、設備の自主的な開発

技術指導に
向けた検討

省エネ効果の高い設備・資
材等の導入促進

省エネ資材、設備の格付認定制度の運営

格付認定申請 格付認定

新たな技術
を反映

１７４千ＣＯ2トン
の排出削減

省エネ設備・
資材の格付
認定制度の
検討

●省エネルギー型栽培への転換の促進

省エネルギー型栽培への転換を促進するための技術指導

農家向け省エネ
生産管理チェッ
ク及びマニュア
ル策定

●省エネルギー生産管理チェックシート及びマニュアルの策定普及

省エネ生産管理チェックシート及びマニュアルの普及啓発と新たな知見・技術の取込

ヒートポンプや木質バイオマス等を利活用する省エネ
暖房設備の普及促進

２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２

農業分野の温室効果
ガス排出削減対策
（生産局）

農業機械の温室効果
ガス排出削減対策

ＢＤＦの長期
安定利用の
ためのガイド
ラインの策定

省エネ利
用マニュア
ルの策定

省エネルギー型の農業機械の普及啓発（穀物遠赤外線乾燥機・高速代かき機）

省エネルギー性能に関する試験方法、基準、表示すべき情報等についての調査・研究とこれを踏まえた情報提供

省エネ利用マニュアルの普及・啓発と情報の充実・強化

開発対象機種
の検討

実用化に向けた開発の推進

順次、実用化

●省エネルギー型農業機械の普及促進

●農業機械の省エネ利用マニュアルの普及・啓発

●農業機械におけるＢＤＦ利用の推進

●温室効果ガスの排出削減に資する農業機械の開発促進
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ＢＤＦの長期安定利用のためのガイドラインの普及・啓発と情報の充実・強化

ＢＤＦを長期安定利用する地域モデルの実証 モデルの普及推進



２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２

農業分野の温室効果
ガス排出削減対策
（生産局）

稲作（水田）から発生する
メタンの排出削減対策

都道府県の施肥基準の見直し（施肥量の適正化・低減）

温室効果ガス排出・
吸収目録（インベント
リ）への反映

施肥に伴い農地から発生
する一酸化二窒素の排出
削減対策

環境保全型
農業の基本
的考え方の
見直し 反映

施肥量の低減に資する施策の推進・有機農業の推進

181千ＣＯ2トン
の排出削減

第１約束期間の
算定方法の改善

環境保全型
農業の基本
的考え方の
見直し

都道府県推進方針等の見直し

中干し開始時期
の前倒し技術等
の開発

都道府県推進方針等の見直し

たい肥利用の促進

中干し開始時期の前倒し技術等
の確立、指導マニュアルの作成

中干し開始時期の前倒し技術等の普及

２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２

農業分野の温室効果
ガス排出削減対策
（生産局）

廃棄農業資材のリサイク
ル等

国産粗飼料増産の取組の推進

飼料用の国産稲わら確保
対策

廃棄農業資材の回収・処理及び再生割合向上の取組強化の指導

マニフェストによる園芸用使用済みプラスチック排出量等の把握・分析

反映

需給マップの作成

広域流通体制の確立
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国産粗飼料増産の取組の推進



２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２

漁業分野の省エネルギー
対策（水産庁）

漁船の省エネルギー対策

漁船における省エネルギー技術の実証、新たな省エネルギー技術の研究開発

省エネ型漁船への更新及び省エネルギー技術の導入の促進

反映

漁船の省エネ対策への提言等に基づき、漁船の適切な保守管理・経済速度での走行等の省エネの取組の促進

４７千ＣＯ2トン

の排出削減

※「漁船の省エネルギー対策の推進」提言（H17年１月、漁船漁業構造改革推進会議）

及び都道府県等がまとめた提言の省エネ対策を含めた「強い漁業経営の確立に向け
た工程表」

操業形態の転換支援等に
よる省エネルギー対策 操業形態の転換支援等による省エネルギー対策

漁港・漁場の省エネル
ギー対策

流通拠点漁港における効率的な集荷・出荷体制の構築の推進

魚礁の整備の推進

２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２

農業農村整備事業に
おける温室効果ガス
排出削減対策
（農村振興局）

農業農村整備事業におけ
る温室効果ガス排出削減
対策

農業水利施設と一体的な小水力発電の施設整備の促進

太陽光発電など自然エネルギーを利活用した農業生産の補完等を行う施設整備の促進

適地情報の整備等

反映

農業農村整備事業における温室
効果ガス排出量の算定方法の検討
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２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２

地産地消の推進
（生産局等）

地産地消モデルタウンの構築

地産地消の推進

地産地消の推進

地産地消推進活動の促進

地産地消の取組の拠点となる施設の整備

２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２

地球温暖化防止策に
関する技術開発等
（農林水産技術会議
事務局、環境ﾊﾞｲｵﾏｽ
政策課）

地球温暖化防止策に関す
る技術開発等

農林水産業における炭素循環モデルの構築・新たな排出削減対策等の開発

バイオマス利活用技術の開発による農林水産業からの温室効果ガス排出削減

新たな温室効果ガス排出係数の
設定、堆肥化・飼料化のＬＣＡ評価

農林水産省の率先的
取組
（環境ﾊﾞｲｵﾏｽ政策課）

農林水産省の実施計画の
推進

農林水産省の
実施計画の策定

農林水産省の実施計画に基づき、低公害車、省エネ型の機器・
設備の導入、冷暖房の適正な管理等の取組を率先して推進
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２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２

農地土壌の温室効果
ガスの吸収源としての
機能の活用
（生産局、農村振興局）

基盤整備による炭素貯留
機能向上のための取組

（農村振興局）

基盤整備による農地土壌の炭素貯留機能向上のための実験事業の実施

土壌炭素含有量等に関するモニタリング調査の実施

モデル地区における実証

土づくり運動の推進等を通じた農業者、消費者の理解の醸成

農地土壌の温室効果ガスの
吸収源としての機能の活用
（生産局）

２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２

低炭素社会実現に向
けた農林水産分野の
貢献
（農村振興局、生産局、
林野庁、水産庁）
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農村地域の実態を把握し、太陽光、農業用水やバイオガス等の
自然エネルギーを有効活用する施設整備等を推進

農村地域における取組

（農村振興局）

林地残材等の未利用木質資源の低コストで効率的な安定供給体制の整備、チップや木質
ペレット等の効率的な製造・流通体制の構築等

木質資源の利用推進

（林野庁）

間伐材等木質資源の住宅、公共施設、土木資材、机など身近な製品等への利用を促進



２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２

農林水産分野における
省ＣＯ２効果の「見える
化」
（環境ﾊﾞｲｵﾏｽ政策課、
総合食料局、生産局、
林野庁、水産庁、農林
水産技術会議事務局）

農林水産分野における省
ＣＯ２効果の「見える化」
（環境ﾊﾞｲｵﾏｽ政策課、総合食
料局、生産局、林野庁、水産庁、
農林水産技術会議事務局）

農林水産分野
における省ＣＯ
２効果の「見え
る化」に具体化
に向けた課題
整理等

「見える化」推進に必要な基礎データ
等の調査の実施

農産物の見える化に関する具体的なルールの検討及
び見える化の試行

「見える化」の仕組みの普及

木材分野の「見
える化」につい
て定量化手法
の検討

定量化に必要
なデータの収
集・実地調査等
の実施

木材分野の取組（林野庁）

農産物の取組（生産局）
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２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０３０

農業生産等における適応策

農業生産における適応策
の実施（生産局）

２０３１～

水稲平年
収量の算
定方法へ
の反映の
あり方を
決定

水稲平年収量の検討等
（統計部等）

温暖化の影響を踏まえた平年
収量の決定と毎年の作柄公表

米の需給調整等の推進

品目別
適応策
レポート
・工程表
取りまと
め

適応策レポートに基づく
適応策の普及指導の推進

研究開発により得られた新たな適応策も含め、
生産現場における被害状況等を踏まえた適応
策の普及指導

従来の品種・技術で対応
困難と予想される場合に
は品目転換等について検討

生産現場における被害状
況等の的確な把握・調査

生産現場における温暖化
影響の定期的な把握・調査

５．工程表 （２）地球温暖化適応策

２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０３０ ２０３１～
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農業生産基盤に関する適応
策（農村振興局）

影響の評価と適応策の検討

気候変動が農業生産基盤に及ぼ
す影響を評価し、必要となる適応
策及びその推進方策を検討

適応策の実施に必要な
技術開発と高度化

地球温暖化に伴う気候変動が農業生産基盤に
及ぼしている影響の的確な把握と整理



２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０３０ ２０３１～

大規模な山地災害に対応するための総合的
な治山対策等の推進

山地災害危険地予測技術の
成果等を活用した適応策を推進

森林・林業における適応策
（林野庁）

森林への影響の評価、防災
対策の推進

山地災害危険地予測技術の開発・精度向上

関係機関との意見交換・議論等を通じて、我が国の森林における
地球温暖化の影響に関する情報収集・定量的な影響評価の実施

２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０３０ ２０３１～

水産資源・漁業・漁港等に
おける適応策（水産庁）

水産生物・海洋環境のモニ
タリング、影響評価等と適応
策の検討等

当面の適応策の検討・取りまとめ
適応策の実施に必要な技術の
開発及び普及を計画的に推進

水産生物及び海洋環境のモニタリング手法の効率化・
高度化を図りつつ、地球温暖化の影響を的確に把握

温暖化による主要魚種等への
影響評価・予測の推進

及び漁場の整備への反映

海面上昇等が漁港・漁村に及ぼす影響の把握と必要な対策の推進

地球温暖化が海洋生態系や
水産資源に影響を及ぼす
メカニズムの解明と影響の
評価・予測技術等の開発
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２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０３０ ２０３１～

地球温暖化の進行が農林水
産業に及ぼす影響の評価
（農林水産技術会議事務局）

モニタリングによる地球温暖化影響の把握

総合的な影響予測の実施 地球温暖化影響評価の高度化

地球温暖化の影響も考慮
した食料戦略の構築

地球温暖化等の影響を考慮しつつ、
世界の食料需給に関する中長期
予測を実施

適応策に関する技術開発等
（農林水産技術会議事務局、
企画評価課、食料安全保障課）

地球温暖化等の影響を考慮
した世界食料需給予測等
（企画評価課、食料安全保
障課）

国際的な食料需給等の情報の一元的な収集・分析、提供

２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０３０ ２０３１～

適応策に関する技術開発等
（農林水産技術会議事務局、
総合食料局、水産庁）

地球温暖化適応策の技術開
発（農林水産技術会議事務
局）

地球温暖化影響評価の結果
に基づき、計画的に適応策
研究を推進

適応策の抜本
的な見直しを
検討
・栽培技術の
抜本的見直し
・高度に温暖
化に適応する
品種の開発
・温暖化影響
評価等に基づ
く作物転換の
実施

現在の高温障害等への適応策
・高温条件下での生産安定技術
・高温耐性品種の育成
・病虫害対策
（抵抗性品種育種を含む）

地球温暖化影響の生理的メカニズムと遺伝要因の解明

作物転換評価システ
ムの開発
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